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１．背景
COVID-19の影響は様々なセクターに及んでいるが、

COVID-19の影響で「自然に基づく解決策（Nature-based 
Solutions: NbS）」に関連した議論も活発化している。
NbSについては、現在、社会・経済システムと自然・
生態系システムとの関係性に関わる二つの方向性の議
論がある。一つが社会・経済システムに焦点を置いた、

「NbSと経済や金融に関連した議論」、もう一つが自然・
生態系システムに焦点を置いた、COVID-19のような人
獣共通感染症抑制の観点から「自然そのものを見直す議
論」である。本稿では、同じ自然に関わる対策の議論で
あっても、二つの方向性の議論の中で、議論や対策実
施に関わる主要なアクターが異なる点も紹介する。

NbSは、国際自然保護連合（IUCN）と欧州委員会（EC）
が提案した比較的新しい概念である。NbSは、2019年に
ECが発表した気候変動対策を軸とした新たな成長戦略
である「欧州グリーン・ディール」の中でも重要な要素
となっている。また、欧州グリーン・ディールが土台
となる、欧州連合（EU）が掲げる「グリーン・リカバリー

（気候変動対策と共に行うCOVID-19からの経済回復）」
の中でもNbSは重要な位置づけになるとみられている。
NbSの定義はIUCNとECでやや異なる。IUCNはNbSを

「社会的課題に効果的に順応して対処し、人間の幸福と
生物多様性の便益を同時にもたらす、自然あるいは改
変された生態系の保護、持続的な管理、回復」と定義し
ている。NbSは、生態系に基づく気候変動の緩和策・適
応策や生態系を活用した防災を含む特定の問題の生態
系関連アプローチの他、生態系回復アプローチ、イン
フラ関連アプローチ、生態系に基づく管理アプローチ、
生態系保護アプローチの幅広い対策を含む。

ECはNbSを「費用効果的で、同時に環境、社会、経
済の便益を生み出し、レジリエンスの構築に寄与する、
自然により触発され、支えられた解決策」と定義してお
り、そして「そのような解決策は、地方に適応し、資源
効率的で、体系的な介入によって、都市、ランドスケー
プ、シースケープの中に、より多様な自然及び自然の
特徴やプロセスをもたらす」としている。EUはNbSの学
術的な研究や都市での実施に関して資金的支援を行っ
てきており、EUはいち早くNbSの概念を導入し、NbS
の推進の上での鍵となっている（Mendes et al. 2020）。

２．NbSと経済や金融に関連した議論
EUのグリーン・リカバリーの土台となる欧州グリー

ン・ディールの中では、NbSに関係する生態系や生物
多様性を保全・回復する戦略も示されている。2020年

５月にはEU生物多様性戦略2030が採択された。EUを中
心としてNbSに関する学術的な研究も多く発表されて
おり（Faivre et al. 2017; Frantzeskaki et al. 2019; Kumar 
et al. 2020他）、特に注目されているのがNbSの都市で
の対策やインフラ関連のアプローチである。また、EC
を中心としてNbSへの投資・資金の観点の議論も活発
であり、欧州投資銀行（EIB）は、実務者向けのNbSプロ
ジェクトやそれに対する資金やビジネスモデル等をま
とめた手引き（EIB, 2019）も発表している。そして、EC
主導で、EUのビジネスと生物多様性をつなげる議論
をする対話・政策インターフェースのためのプラット
フォーム「EU Business＠Biodiversity Platform」も構築
され、EUのビジネス・金融機関の意思決定プロセスへ
の生物多様性の要素の統合等を促進している。さらに、
投資家や企業等が、低炭素で、レジリエントで、資源
効率的な経済への移行を導くことを助けるツールであ
り、持続可能な経済活動を分類する「EUタクソノミー」
は、グリーン・リカバリーへの投資とNbS活用の促進に
も役立つ（EC, 2020）。EUタクソノミーは、気候変動の
緩和、適応、水・海洋資源の保護、循環型経済への移行、
汚染防止・管理に加えて、生物多様性・生態系の保護
や回復も柱の一つとしている。

以上のNbSと経済や金融に関連した議論では、これ
まで投資・資金の動員が困難であった自然・生態系分
野に対して、NbSという概念を使い、特に新たな民間
投資・資金動員の可能性が探られている。その中でも
都市での対策やインフラ関連のアプローチに注目が集
まっている。一方で、NbSと経済や金融に関連した議論
の中で懸念されているのは、NbSのような自然に関わる
対策は効果に不確実性があること等から、NbSがグリー
ンウォッシュ（見せかけの環境活動）につながる可能性
があることである。それに対して、EUタクソノミーの
ような経済活動の分類化やそれを評価する手法の役割
は大きい。現在、NbSは国際的には、気候変動対策を軸
とした議論の中で高まりつつあるが、NbSの推進には、
気候変動対策を議論する国連気候変動枠組条約だけで
なく、生物多様性条約や持続可能な開発目標に関する
議論との連携も必要となってくる。

３．自然そのものを見直す議論
次の議論は、現在深刻なCOVID-19のような人獣共通

感染症の発生を受けて、自然と人との関係を見直す議
論である。COVID-19は人獣共通感染症であり、新興
感染症、再興感染症の70％が人獣共通感染症で、その
多くが野生動物由来と言われている。人獣共通感染症
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の発生原因としては、森林を含む生態系の管理、特に
途上国での管理の問題が大きく影響している。一方、
COVID-19からの経済回復においては、森林を含む生態
系は悪影響を受けたり、軽視されたりする可能性もあ
り、森林を含む生態系の破壊は、次の人獣共通感染症
の発生のリスクを高める。森林を含む生態系の管理と
人獣共通感染症の問題とを結び付けた枠組みについて
の議論も必要になってきている。

人獣共通感染症の問題はCOVID-19の前からすでに多
くの議論がなされており、その問題に対処する方法と
して挙げられるのが「ワンヘルス・アプローチ」である。
ワンヘルスは、人獣共通感染症等の公衆衛生に関わる
課題に対して、人間、動物、環境の衛生に関わる様々
なアクターが連携して取り組むアプローチである。ワ
ンヘルスは国際レベルでは、世界保健機関（WHO）、食
糧農業機関（FAO）、国際獣疫事務局（OIE）が連携して
取り組んでおり、2019年３月にはこの三つの機関がま
とめた、各国での人獣共通感染症の対処のための手引
きが発表されている（FAO, OIE and WHO, 2019）。ワン
ヘルスによって、人間、動物、環境の衛生の関係性の
重要性が認識されるようになり、学際的な取り組みが
実施されている。一方で、人獣共通感染症抑制のため
の具体的な対策を考える上では、例えば、野生動物を
含む生態系の健全性と人間の健康との関係等、まだ科
学的知見が不足している分野の研究、異なるセクター
の協働が必要である（岡部ら、2019）。

COVID-19の発生を受けて、人獣共通感染症の発生リ
スクの軽減につながる、森林を含む生態系保全に関す
る重要性も高まってきている。2020年６月に開催され
たFAO COVID-19 Forestry Webinar Weekの「より良い
復興：ワンヘルス・アプローチの中で森林、生物多様性、
健康の関係を強化する」と題するイベントでは、国際林
業研究センターのRobert Nasi所長が、森林、野生動物、
人間の健康のバランスの重要性を訴え、国家レベルで
の新興感染症の要因（自然生息地の改変他）に対する意
識の向上、それに関連して森林減少・劣化を抑制する
政策設計の必要性等を示した。FAOの Scott Newman
氏は、ワンヘルス・アプローチの重要性を話し、次に
発生しうる人獣共通感染症の抑制の観点から、全ての
セクターが準備すべきこと、林業、野生動物、自然資
源に関する省庁がワンヘルス・アプローチをリードし、
健康や獣医サービスに関わる省庁がワンヘルスの実施
を拡大し、政策決定者にもワンヘルスのトレーニング
をすること等の必要性を示した。また、国連経済社会
局（UN DESA）の国連森林フォーラム（UNFF）事務局の
発表したポリシー・ブリーフでは、健全な森林が将来
の人獣共通感染症の大流行のリスクを軽減することを
示している（UN DESA, 2020）。

以上の人獣共通感染症等の観点から、自然そのもの
を見直す議論について、今後の課題としては、人獣共
通感染症抑制のための効果的なアプローチを科学的に
明らかにし、本課題に対して自然科学者と社会科学者
や政策決定者他様々なアクターが連携すること、人獣
共通感染症抑制の観点はほとんど考慮されていない
NbSと人獣共通感染症抑制策との整合性を確認するこ
と、人獣共通感染症への関心を高めるためWHO-FAO-

OIEと既存の持続可能な開発に関わる国際・国内ガバナ
ンスとの連携を考えること等が挙げられる。

４．まとめ
COVID-19の発生の後、自然と人との関係を考える議

論は高まっている。その中で活発化しているNbSに関
連する二つの方向性の議論、NbSと経済や金融に関連
した議論と、人獣共通感染症の観点等から自然との関
係を見直す議論について紹介した。この二つの方向性
を紹介する中で、同じ自然に関わる対策の議論であっ
ても、議論や対策実施に関わる主要なアクターが異な
る点も示した。自然・生態系に関わる対策については、
対策の効果の不確実性の高さから軽視されがちである
が、COVID-19の影響を受けて改めて自然・生態系に関
わる対策が見直されており、先進国・途上国両方でこ
れらの対策を広く検討する必要がある。
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